
声明 

 

本日、大津地方裁判所（池田聡介裁判長、島田正人裁判官、中村隼太裁判官） は、滋

賀県、京都府、大阪府の住民が原告となって被告関西電力の大飯、高浜、美浜の各原子力

発電所の運転差止めを求めていた裁判において、原告らの請求を全て棄却する判決（以下

「本判決」）を下した。本判決は、福島第一原発事故の教訓を踏まえず、被告関西電力の

主張と原子力規制委員会の見解に追随し、司法の責務を放棄したに等しい許し難い判決で

ある。 

以下、主要な特徴について簡単に触れる。 

まず、原発に求められる安全性について、本来司法が判断するべきことであるのに、原

子力規制委員会が策定した新規制基準が社会通念上求められる安全性を具現化したもので

あると理由なく決めつけた。 

また、立証責任論については、福島第一原発事故後の被告側に立証責任を負わせる大き

な流れに逆らい、原告側に大きな責任を負わせた。 

そして、個々の論点においては、原告らが指摘した問題点については、これを適示した

後、被告側の弁解を併記し、結論としては不合理とまでは言えないと安易に結論づけた。

そこには裁判所が独自の視点で検討した形跡がなく、まことに安易な判断が積み重ねられ

ている。 

例えば、被告が美浜、大飯を震源極近傍に当たらないと扱ったことについては、近傍の

距離について明確な定め、議論がないことだけを理由に、被告の判断を是認した。あるい

は、津波問題については、津波の評価に用いたデータの取捨選択に恣意があるとの原告ら

の指摘については、精度に問題がある地域のデータは用いる必要がないとの理由で排斥し

ている。 

また本判決には重要な争点の脱漏がある。 

例えば、原告側が重要な争点として提起したポストディクションの問題については、全

く触れられていない。また避難計画については、重大事故発生の具体的危険が立証されて

いない以上その合理性を具体的に検討する必要がないとして、争点に立ち入ることを回避

した。 

本件訴訟は、放射性廃棄物の問題も主要な争点として取り上げたことに大きな特徴があ

るところ、本判決は、放射性廃棄物が貯蔵され続ける核燃料サイクル政策のもとで、本件

原発の稼働を続けることが命をつなぐ権利を侵害するとの原告らの主張については、形式

的には命をつなぐ権利の権利性を否定はしなかった。しかし、実質的には、核燃料サイク

ルについても、溜まり続ける使用済核燃料対策としての中間貯蔵施設についても、さらに

高レベル放射性廃棄物の地層処分についても、さまざまな問題はあるにせよ現時点におい

て実現の可能性を否定することはできないとして、原告らの命をつなぐ権利が、現時点に

おいて、受忍限度を超えて侵害されているとは言えないとした。結局、原告らが強調して



きた将来世代への放射性廃棄物問題の不当な付け回しに、裁判所もまた消極的に同調した

ものといわざるを得ない。 

この 450 頁に及ぶ判決の中に福島第一原発事故についての記述は一行もない。原発事故

の被害の深刻さ、悲惨さを裁判官が自覚した上での判決とは思えない。 

総じて、問題を深く検討することなく安易に結論に結びつけたものであって司法の責任

を放棄した判決であると評価せざるを得ない。 

このような判決では、近畿 1400 万人の命を支える水資源である琵琶湖の汚染による、

滋賀県、京都府、大阪府を含む広域に対する甚大な影響を止めることはできず、万が一の

事故による被害は取り返しのつかないものとなる。１２年にわたって戦った原告ら及びそ

の背後にいる多数の市民の願いを踏みにじるものである。 

私たちは、地震・津波・火山といった自然災害のリスク、使用済核燃料の危険性、避難

不能の現実を具体的に指摘してきた。しかし大津地方裁判所は、新規制基準を盲目的に肯

定し、原発の安全神話に依拠した判断を下した。司法が本来果たすべき役割を放棄する態

度である。 

世界に目を転じると、再生可能エネルギーへと急速に転換し、原発は高コスト・高リス

クの過去の遺物となりつつある。私たちは、この不当判決に屈せず、琵琶湖を守り、原発

ゼロと自然エネルギーへの転換を求め続ける。 
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